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  （百万円未満切捨て）

１．平成27年３月期の連結業績（平成26年４月１日～平成27年３月31日） 

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）
 
  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

27年３月期 7,186 △2.0 239 △17.9 165 △26.7 121 △40.4 

26年３月期 7,336 △10.7 291 △10.3 226 △32.8 203 △44.5 
 
（注）包括利益 27年３月期 536 百万円 （138.7％）   26年３月期 224 百万円 （△43.6％） 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

27年３月期 19.25 － 2.0 2.3 3.3 

26年３月期 32.28 32.27 3.6 3.4 4.0 
 
（参考）持分法投資損益 27年３月期 △84 百万円   26年３月期 △72 百万円 
（注） 当社は、平成25年７月１日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首
に当該分割が行われたと仮定して、平成26年３月期の「１株当たり当期純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純
利益」を算定しております。 
 
（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

27年３月期 7,470 6,164 82.3 974.85 

26年３月期 6,761 5,722 84.4 904.42 
 
（参考）自己資本 27年３月期 6,151 百万円   26年３月期 5,706 百万円 

（注） 当社は、平成25年７月１日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首
に当該分割が行われたと仮定して、平成26年３月期の「１株当たり純資産」を算定しております。 
 

（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 

27年３月期 607 △151 △93 1,792 

26年３月期 572 △1,318 △93 1,425 

 
２．配当の状況 

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

純資産配当
率（連結） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

26年３月期 － 0.00 － 15.00 15.00 94 46.5 1.7 

27年３月期 － 0.00 － 15.00 15.00 94 77.9 1.6 
28年３月期（予想） － 0.00 － 15.00 15.00   －   

（注） 当社は、平成25年７月１日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。 
 



３．平成28年３月期の連結業績予想（平成27年４月１日～平成28年３月31日） 

 平成28年３月期業績予想については、現時点で合理的な算定が困難であるため、記載しておりません。詳細は、添付資

料３ページ「１．経営成績・財務状態に関する分析（２）次期の見通し」をご覧ください。 

 

※  注記事項 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 無    
 
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更： 無    
 

②  ①以外の会計方針の変更              ： 無    
 

③  会計上の見積りの変更                ： 無    
 

④  修正再表示                          ： 無    

 

（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 27年３月期 6,310,600 株 26年３月期 6,310,600 株 

②  期末自己株式数 27年３月期 858 株 26年３月期 858 株 

③  期中平均株式数 27年３月期 6,309,742 株 26年３月期 6,308,987 株 

（注） 当社は、平成25年７月１日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。前連結会計年度
の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、平成26年３月期の期中平均株式数を算定しております。 

 
（参考）個別業績の概要 

１．平成27年３月期の個別業績（平成26年４月１日～平成27年３月31日） 

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率） 
 
  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

27年３月期 6,983 △1.8 256 △3.3 267 △2.1 89 △65.9 

26年３月期 7,111 △10.8 265 △11.5 273 △12.5 262 △24.2 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

  円 銭 円 銭 

27年３月期 14.18 － 

26年３月期 41.53 41.53 

（注） 当社は、平成25年７月１日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。前事業会計年度の期首
に当該分割が行われたと仮定して、平成26年３月期の「１株当たり当期純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純
利益」を算定しております。 
 
（２）個別財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

27年３月期 7,348 6,103 83.1 967.25 

26年３月期 6,650 5,690 85.6 901.86 
 
（参考）自己資本 27年３月期 6,103 百万円   26年３月期 5,690 百万円 

（注） 当社は、平成25年７月１日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。前事業年度の期首に当
該分割が行われたと仮定して、平成26年３月期の「１株当たり純資産」を算定しております。 
 
※  監査手続の実施状況に関する表示 

この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、連結財務諸

表に対する監査手続が実施中です。 
 
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注

意事項等については、添付資料Ｐ．３「１．経営成績・財政状態に関する分析（２）次期の見通し」をご覧くださ

い。 
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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、政府主導の景気対策、円安や原油安などによる堅調な企業業績に加え、世

界的な株価上昇による資産効果などがありましたが、消費税増税による駆け込み需要の反動などにより個人消費が伸

び悩むなど、景気は着実に回復しているものの力強さを欠いております。 

 このような環境下、当社は「選択と集中」を当連結会計年度の最重要項目に掲げ経営を行ってまいりました。具体

的には、高機能携帯端末の急速な普及・拡大を受け、アドテクノロジーを活用した広告販売、スマートフォンアプリ

の開発等へ、経営資源を優先的に振り分けました。さらには、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社

（以下、NTT東日本及びNTT西日本）による光回線のサービス卸「光コラボレーションモデル」の提供開始により、当

社の安定収益源であったブロードバンドサービスに多様なプレーヤーが参入し、更なる競争激化が見込まれることに

対し、これをビジネスチャンスと捉え、平成27年3月に、「光コラボ」を採用した新サービス「excite光」の提供を

開始しました。 
 
 続いて、事業について具体的に説明いたします。 

 
 大型広告案件減少、ブロードバンド販売プランシフト等による減収に対し、アドネットワークを活用した広告営

業、スマートフォンアプリの販売等により増収を図りました。その結果、売上高は前期比2.0%減の7,186百万円とな

りましたが、ブロードバンドサービスにおける新規加入の伸びに支えられ、売上総利益は前期比1.7％増の3,974百万

円となりました。売上総利益の増益により、営業利益も順調に積み上がってまいりましたが、「excite光」に関し、

先行投資として167百万円を支出した結果、営業利益は前期比17.9%減の239百万円となりました。 

 イベント等票券管理を手掛ける関連会社の赤字幅が縮小しつつある一方、インドネシアでポイントサービスを営む

関連会社の費用先行状態が未だ続き、「持分法による投資損失」が悪化しました。さらに、シナジー効果を見込めな

い投資有価証券の減損処理を行った結果、当期純利益は121百万円となりました。 

 
（広告・課金事業） 

 大型広告案件の減収、検索連動型広告のコストアップに対し、アドネットワークを活用した運用型広告への注力、

スマートフォン向けアプリの開発・販売により、売上高は、前期比1.3％減の4,672百万円となりました。人件費及び

販売促進費の削減に努めましたが、全体的に利益率は低下し、当セグメントの営業利益は、前期比ほぼ横ばいの668

百万円となりました。 
 
（ブロードバンド事業） 

 売上高は、主に販売プランシフトの影響で前期比3.4％減の2,513百万円となりましたが、年間を通じて会員数は純

増となり、無料または割引会員の定額コースへの転換も進み、従来型のISPサービスの営業利益は順調に伸びてまい

りました。 

 
 一方、平成27年3月1日より、NTT東日本及びNTT西日本が提供する光フレッツ回線の卸モデル「光コラボレーショ

ン」を採用した新サービス「excite光」の提供を開始しました。これは、ISPサービスのみの提供にとどまっていた

従来と異なり、NTT東日本及びNTT西日本から光回線の卸を受け、それに当社のISPサービスを組み合わせ、当社名義

で提供する試みです。そのための広告宣伝、販売促進及びカスタマーサービスセンターの増設等の先行投資として、

167百万円を支出しました。しかし、前述の通り、従来型ISPサービスによる売上総利益が順調に積み上がったことに

より、当セグメントの営業利益は、前期比ほぼ横ばいの326百万円となりました。 

 
報告セグメントごとの売上高及び営業利益                         （単位：百万円） 

  前連結会計年度 当連結会計年度 増減額 増減率 

 売上高：        

  広告・課金事業 4,734 4,672 △61 △1.3％ 

  ブロードバンド事業 2,602 2,513 △88 △3.4％ 

 合計（連結損益計算書計上額） 7,336 7,186 △150 △2.0％ 

 セグメント利益（営業利益）：        

  広告・課金事業 661 668 7 1.1％ 

  ブロードバンド事業 323 326 2 0.9％ 

  調整額（管理部門の費用等） △693 △755 △62 － 

 合計（連結損益計算書計上額） 291 239 △52 △17.9％ 

（注）１．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

   ２．調整額の主な内容は、事務所家賃及び管理部門に係る費用です。 
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（２）次期の見通し 

 当社を取り巻くインターネット業界は、ＰＣ向けサービスへの需要が伸び悩む中、スマートデバイス向けサービス

の普及が急速に広がる等事業環境が急速に変化しております。特に広告におきましては、従来の広告の売上が一巡

し、動画広告やデバイスフリーでの広告プロモーション活動へのニーズ等も高まっております。 

 他方、SNSやLINEに代表される新しいコミュニケーションツールの普及や、クラウドサービスやビッグデータ等の

進展に刺激され、広告・課金を問わず日々多種多様なサービスが生まれています。 

 

 当社といたしましては、かかるインターネット業界の事業環境変化に迅速かつ的確に対応しつつ、この変革の波を

チャンスと捉え、当社が取り組む様々なビジネスモデルの一層の精錬化、差別化に注力いたします。 

 具体的には、広告分野におきましては、市場拡大が見込まれる動画広告及びスマートデバイス向け広告を拡販して

いく事等、マーケットの需要変化に即応した商品戦略を強化してまいります。 

 また、広告収益の基盤となるメディア力強化の観点では、ユーザー目線を常に意識したサービス開発に注力すると

ともに、「ニュース」「ブログ」「翻訳」「食（レシピやグルメ）」「Woman」のカテゴリーキラーのサービス群に

おける差別化戦略実行にむけ、積極的にプロモーション等の経営リソースを投入してまいります。 

 「恋愛結婚」や「電話占い」に代表される課金分野におきましても、当社が長年確立してきた競争優位性をより一

層引き立たせるべく、他社とのアライアンス戦略を積極的に展開してまいります。 

 ブロードバンド分野では、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社が提供する光回線の卸モデル「光

コラボレーション」を採用した新規サービス「excite光」を積極的に展開してまいります。 

 

 上述のように、広告・課金、ブロードバンド各分野における収益基盤強化策を強力に推進しつつ、今期同様経費先

行が想定されるインドネシアにおけるポイント事業でのビジネスモデル確立や、フィリピンのオフショア開発の安定

稼働、及び株式会社EVENTIFYでのエンターテインメント新規事業の立ち上げ等、これまで実施してきた先行布石プロ

ジェクトの次期以降の収益貢献に目途を立てる事を通じ、グループ全体の収益基盤確立に注力していく所存です。 

 

 なお、ブロードバンド分野においては、新規サービス展開に伴う、カスタマーサービス体制の拡充及び広告宣伝・

販売促進を目的とした先行経費の支出及び、今期の新規サービスにおける会員の獲得動向によって業績が大きく変動

する可能性があり、現時点で合理的な業績予測の算出ができないため、業績予測の開示を控えさせていただきます。 

 

※業績予想に関する留意事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
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（３）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

 当連結会計年度末における総資産は7,470百万円となり、前連結会計年度末に比べ708百万円の増加となりました。

これは主に現金預金が増加し流動資産が215百万円増加したこと、また、保有株式の時価評価による投資有価証券が

増加したこと等により、固定資産が493百万円増加したことによるものです。 

 

 当連結会計年度末における負債は1,305百万円となり、前連結会計年度末に比べ266百万円の増加となりました。こ

れは主にその他有価証券評価差額金に係る繰延税金負債の増加によるものです。 

 

 当連結会計年度末における純資産は6,164百万円となり、前連結会計年度末に比べ441百万円の増加となりました。

これは主に投資有価証券の時価評価に伴うその他有価証券評価差額金の増加によるものです。 

 

② キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末から367百万円増加し1,792百万円となりまし

た。営業活動によるキャッシュ・フローが607百万円の収入となり、有形固定資産の取得等の投資活動によるキャッ

シュ・フローが151百万円の支出となり、また、配当金の支払い等の財務活動によるキャッシュ・フローが93百万円

の支出となった結果、現金及び現金同等物残高は増加しました。 

 

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況は次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、前連結会計年度比35百万円増の607百万円の収入となりまし

た。税金等調整前当期純利益は71百万円減の144百万円となりましたが、持分法投資損益の悪化や投資有価証券評価

損等、非資金項目の悪化の影響が大きく、営業活動自体は引き続き堅調であったことから、現金及び現金同等物を前

年度並みに積み上げることができました。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、前連結会計年度と比べ支出が1,167百万円減少し151百万円の

支出となりました。前期は投資有価証券等を積極的に取得したこともあり、当期はその反動から支出が大幅に減少し

ました。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、前連結会計年度に比べほぼ横ばいの93百万円の支出となりま

した。その主な要因は、配当金の支払いによるものです。

 

（単位：％） 

  平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期 平成27年３月期 

自己資本比率 80.3 83.5 84.7 84.4 82.3 

時価ベースの自己資本比率 71.8 70.0 86.3 75.1 93.0 

＊自己資本比率＝自己資本÷総資産 

＊時価ベースの自己資本比率＝株式時価総額÷総資産 

＊債務の返済に係る安全性指標につきましては、有利子負債がありませんので記載を省略しております。 

（４）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、平成24年の第15期株主総会において、欠損填補をご決議いただき未処理損失を解消し、翌平成25年の第16

期定時株主総会において、（普通株式百分割前の）１株当たり1,500円の剰余金の配当を再開することができました。

平成27年度３月期の業績は、新規サービスに向けた先行投資により当初に揚げた目標を下回りましたが、先行投資を

除く事業全体の収益性は確保されていることから、これまでの予想通り、平成27年３月期の期末配当予想につきまし

ては、（普通株式百分割後の）１株当たり15円とすることといたしました。なお、本件は平成27年６月開催予定の第

18期定時株主総会の決議をもちまして、正式に決定、実施する予定であります。 

 当社は、今後も会社の業績に応じた配当を行うことを基本としつつ、中期的な収益見通し及び将来の事業展開に備

えるための内部留保の充実等を勘案し、安定した配当の継続に努めていく方針であります。 
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２．企業集団の状況

 当社は親会社である伊藤忠商事株式会社が形成する企業集団の「住生活・情報カンパニー」に属しており、同企業集団

においてインターネットを使った事業を展開しております。また当社は、子会社・関連会社と連携したサービスを提供し

ております。当社グループ（当社及び子会社・関連会社）の主な事業内容は以下のとおりです。

 

■広告・課金事業

ポータルサイト運営、コンテンツ配信等

■ブロードバンド事業

インターネット接続サービス等

 

 当社グループの構成及び企業集団における各社の位置付け並びに事業取引の系統図は以下のとおりです。

 

 

 

・ビューティーナビ株式会社は、美容室のインターネット検索サイトを運営する事業会社で、平成19年６月15日及び

平成21年５月14日に当社は同社の第三者割当増資を引き受け子会社にいたしました。当社は同社の美容室情報を活用

しポータルサイトコンテンツの充実をはかっております。

・平成24年12月１日、システム開発事業を展開する現地パートナーと共同で、フィリピンに子会社であるEXCITE 

MEDIA SERVICES PH,INC.を設立しました。現状展開している事業の強化および派生サービスの追加、今後新規展開し

てゆくサービスの開発力の強化及び開発ノウハウの蓄積を目指します。

・平成22年８月13日、旅行関連の情報サイトを運営する株式会社地球の歩き方Ｔ＆Ｅの株式を追加取得したことによ

り、同社は当社の関連会社となりました。これにより事業シナジーの向上をはかるものであります。なお、平成23年

１月14日に同社株式を追加取得し当社の出資比率は40.0％となりました。

・平成24年４月17日、株式会社ファミマ・ドット・コム、株式会社スペースシャワーネットワークと共同で音楽関連

事業の専門会社である株式会社EVENTIFYを設立しました。また、平成27年２月27日、株式会社ファミリーマート、株

式会社ファミマ・ドット・コムと共同で同社の第三者割当を引き受け、当社の出資比率は34.8％となりました。当社

は同社との業務提携を通じて、チケットソリューション事業、ファンサポート事業、イベント情報サービス事業等の

拡大を目指します。

・平成25年６月４日、現地パートナーと共同で、インドネシアに関連会社であるPT EXCITE INDONESIAを設立いたしま

した。同社はポイントプログラム事業を同国において展開してまいります。
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・平成26年11月26日、中華民国(台湾)に子会社である愛客彩股份有限公司を設立いたしました。同社は、日本文化等

に関するコンテンツの配信メディアとしての可能性を検証するために設けた法人であり、地元に密着することで現地

メディアとの協業の可能性を探り、台湾市場ニーズの調査・分析等を行っております。

 

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

 当社は米インターネット企業の日本法人として1997年に設立され、我が国のインターネット利用の普及に合わせて

事業を発展させてきましたが、サービスのライフサイクルの早さや厳しい競争に直面する中、常にビジネスモデルの

スクラップ＆ビルドを繰り返しながら成長することを目指しております。一方、このような姿勢で経営に臨みながら

も、これまでに築いてきたポータルサイト運営者としての確固たるマーケットポジションを礎に、インターネットの

さらなる利便を追究することで、差別化と優位な展開につなげたい考えであります。関連業界や海外への進出も視野

に入れながら、ビジネスチャンスに挑戦し続けてまいります。

 

（２）目標とする経営指標

 インターネットビジネスは、会社規模にかかわらずスケーラブルで機動的な展開が可能な事業領域であり、利益率

や投資効率といった指標を経営の評価軸にしてまいります。

 

（３）中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題

 これからも一層の発展が見込まれるインターネット業界において、既存の広告・課金事業、ブロードバンド事業

共々、ユーザー視点に立った継続的なサービス品質向上活動による差別化戦略を推進しつつ、将来の成長基盤となる

新規サービスの開発や事業領域を拡大させることが当社の対処すべき課題となります。

 新規サービス開発につきましては、既存のサービス基盤を最大限に活用しつつ、スマートフォン・タブレット等の

モバイルインターネット端末向けサービスの拡充や、Facebook、Twitterの台頭に象徴されるソーシャルネットワー

クとの連携、融合を図るとともに、各々のサービスに最適なマネタイズ策を展開し、収益の極大化を目指します。

 事業領域の拡大につきましては、インドネシアでのポイントプログラム事業や、フィリピンでのオフショア開発事

業等、東南アジアを中心に海外展開を積極的に推進してまいります。

 また、上記戦略実施に必要不可欠なエンジニア体制や情報セキュリティ体制、人材育成、内部統制等の経営管理体

制も継続的に強化してまいります。

 安定した財務体質を支えに収益構造の改革をより強力に進めるほか、成長機会への投資として資金を有効に活用す

る所存です。

 

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社グループは、国内の同業他社との比較可能性を確保するため、会計基準につきましては日本基準を適用しており

ます。
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５．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,007,766 1,369,826 

売掛金 1,401,608 1,251,661 

商品 124 563 

貯蔵品 572 352 

関係会社預け金 2,417,377 2,422,450 

繰延税金資産 53,262 53,986 

その他 78,036 75,582 

貸倒引当金 △1,538 △1,934 

流動資産合計 4,957,208 5,172,487 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 16,479 30,561 

減価償却累計額 ※１ △4,461 ※１ △8,017 

建物及び構築物（純額） 12,017 22,543 

工具、器具及び備品 322,561 342,834 

減価償却累計額 ※１ △203,344 ※１ △242,667 

工具、器具及び備品（純額） 119,216 100,166 

リース資産 5,074 － 

減価償却累計額 ※１ △4,369 － 

リース資産（純額） 704 － 

有形固定資産合計 131,939 122,709 

無形固定資産    

ソフトウエア 154,339 116,151 

その他 31,597 18,873 

無形固定資産合計 185,936 135,025 

投資その他の資産    

投資有価証券 ※２ 1,408,300 ※２ 1,965,939 

破産更生債権等 61,210 63,284 

敷金及び保証金 78,362 73,956 

貸倒引当金 △61,210 △63,237 

投資その他の資産合計 1,486,663 2,039,943 

固定資産合計 1,804,539 2,297,678 

資産合計 6,761,747 7,470,165 
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    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 425,665 402,680 

未払金 204,582 276,997 

リース債務 797 － 

未払法人税等 29,662 26,638 

未払消費税等 18,480 84,476 

賞与引当金 78,623 95,595 

その他 250,839 193,252 

流動負債合計 1,008,651 1,079,641 

固定負債    

繰延税金負債 30,789 226,282 

固定負債合計 30,789 226,282 

負債合計 1,039,440 1,305,923 

純資産の部    

株主資本    

資本金 3,237,979 3,237,979 

資本剰余金 1,888,710 1,888,710 

利益剰余金 522,698 549,488 

自己株式 △4,872 △4,872 

株主資本合計 5,644,516 5,671,306 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 55,600 473,415 

為替換算調整勘定 6,524 6,334 

その他の包括利益累計額合計 62,124 479,750 

少数株主持分 15,666 13,185 

純資産合計 5,722,307 6,164,242 

負債純資産合計 6,761,747 7,470,165 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

売上高 7,336,837 7,186,626 

売上原価 3,428,935 3,212,167 

売上総利益 3,907,901 3,974,458 

販売費及び一般管理費 ※１ 3,616,234 ※１ 3,735,064 

営業利益 291,667 239,394 

営業外収益    

受取利息 6,091 5,434 

受取配当金 5,920 5,424 

助成金収入 250 2,650 

その他 1,243 878 

営業外収益合計 13,505 14,387 

営業外費用    

支払利息 36 9 

持分法による投資損失 72,816 84,770 

為替差損 4,007 3,050 

その他 1,933 2 

営業外費用合計 78,793 87,832 

経常利益 226,379 165,949 

特別利益    

固定資産売却益 ※２ 9,240 － 

投資有価証券売却益 229 － 

和解金 1,501 － 

特別利益合計 10,971 － 

特別損失    

固定資産除却損 ※３ 9,393 ※３ 4,812 

投資有価証券評価損 12,610 17,081 

特別損失合計 22,003 21,893 

税金等調整前当期純利益 215,347 144,055 

法人税、住民税及び事業税 19,929 26,342 

法人税等調整額 △13,731 △724 

法人税等合計 6,197 25,618 

少数株主損益調整前当期純利益 209,149 118,436 

少数株主利益又は少数株主損失（△） 5,510 △2,999 

当期純利益 203,638 121,435 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 209,149 118,436 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 15,051 417,815 

為替換算調整勘定 558 5,097 

持分法適用会社に対する持分相当額 － △4,767 

その他の包括利益合計 ※ 15,610 ※ 418,144 

包括利益 224,759 536,580 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 219,194 539,061 

少数株主に係る包括利益 5,565 △2,480 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

        (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 3,237,682 1,888,413 413,652 △4,830 5,534,919 

当期変動額           

新株の発行 297 297     594 

剰余金の配当     △94,593   △94,593 

当期純利益     203,638   203,638 

自己株式の取得       △42 △42 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）           

当期変動額合計 297 297 109,045 △42 109,596 

当期末残高 3,237,979 1,888,710 522,698 △4,872 5,644,516 

 

           

  その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計 
  

その他有価証券
評価差額金 

為替換算調整勘
定 

その他の包括利
益累計額合計 

当期首残高 40,548 6,020 46,568 10,101 5,591,589 

当期変動額           

新株の発行         594 

剰余金の配当         △94,593 

当期純利益         203,638 

自己株式の取得         △42 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額） 

15,051 504 15,555 5,565 21,121 

当期変動額合計 15,051 504 15,555 5,565 130,718 

当期末残高 55,600 6,524 62,124 15,666 5,722,307 
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当連結会計年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）

        (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 3,237,979 1,888,710 522,698 △4,872 5,644,516 

当期変動額           

新株の発行           

剰余金の配当     △94,646   △94,646 

当期純利益     121,435   121,435 

自己株式の取得           

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）           

当期変動額合計     26,789   26,789 

当期末残高 3,237,979 1,888,710 549,488 △4,872 5,671,306 

 

           

  その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計 
  

その他有価証券
評価差額金 

為替換算調整勘
定 

その他の包括利
益累計額合計 

当期首残高 55,600 6,524 62,124 15,666 5,722,307 

当期変動額           

新株の発行           

剰余金の配当         △94,646 

当期純利益         121,435 

自己株式の取得           

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額） 

417,815 △189 417,625 △2,480 415,144 

当期変動額合計 417,815 △189 417,625 △2,480 441,934 

当期末残高 473,415 6,334 479,750 13,185 6,164,242 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    
税金等調整前当期純利益 215,347 144,055 

減価償却費 71,766 78,787 
ソフトウエア償却費 58,401 68,727 
持分法による投資損益（△は益） 72,816 84,770 

投資有価証券売却損益（△は益） △229 － 
賞与引当金の増減額（△は減少） △17,446 16,971 
貸倒引当金の増減額（△は減少） △5,093 396 

受取利息 △6,091 △5,434 
受取配当金 △5,920 △5,424 
支払利息 36 9 

固定資産売却損益（△は益） △9,240 － 
固定資産除却損 9,393 4,812 
投資有価証券評価損益（△は益） 12,610 17,081 
和解金 △1,501 － 

売上債権の増減額（△は増加） 120,320 149,947 
たな卸資産の増減額（△は増加） 4,607 △218 
その他の流動資産の増減額（△は増加） △16,862 1,991 

仕入債務の増減額（△は減少） △25,082 △22,984 
未払金の増減額（△は減少） 65,263 76,193 
未払費用の増減額（△は減少） 21,701 △13,958 

未払法人税等（外形標準課税）の増減額（△は減
少） 

5,108 8,290 

未払消費税等の増減額（△は減少） 3,724 66,382 

その他の流動負債の増減額（△は減少） △7,137 △35,192 

小計 566,491 635,206 

利息の受取額 6,219 5,072 
配当金の受取額 5,559 4,648 
利息の支払額 △36 △9 

法人税等の支払額 △6,120 △37,367 

営業活動によるキャッシュ・フロー 572,114 607,549 

投資活動によるキャッシュ・フロー    
投資有価証券の取得による支出 △1,063,845 △50,950 
投資有価証券の売却による収入 800 － 

有形固定資産の取得による支出 △91,481 △56,509 
無形固定資産の取得による支出 △165,518 △43,070 
無形固定資産の売却による収入 14,000 － 

敷金及び保証金の差入による支出 △12,453 △737 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,318,498 △151,268 

財務活動によるキャッシュ・フロー    
ファイナンス・リース債務の返済による支出 △888 △888 
自己株式の取得による支出 △42 － 

配当金の支払額 △93,394 △93,077 

株式の発行による収入 594 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー △93,731 △93,965 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △231 4,816 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △840,346 367,132 

現金及び現金同等物の期首残高 2,265,490 1,425,143 

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 1,425,143 ※ 1,792,276 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 当該事項はありません。

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数  3社

連結子会社の名称

ビューティーナビ㈱

EXCITE MEDIA SERVICES PH,INC. 

愛客彩股份有限公司

 なお、愛客彩股份有限公司については、新たに設立したことから、当連結会計年度より連結の範囲に含め

ております

２．持分法の適用に関する事項 

持分法適用の関連会社数  3社 

 関連会社の名称

 ㈱地球の歩き方Ｔ＆Ｅ

 ㈱EVENTIFY

 PT EXCITE INDONESIA

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①  有価証券

 その他有価証券

時価のあるもの

 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

②  たな卸資産

イ．商品

 移動平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定)を採用しております。

ロ．貯蔵品

 最終仕入原価法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定)を採用しております。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①  有形固定資産（リース資産を除く）

 定率法を採用しております。主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物     10～15年

工具、器具及び備品   ２～15年

②  無形固定資産

  定額法を採用しております。

   なお、自社利用のソフトウエアについては、当社グループにおける見込利用可能期間（１～５年）に基

づいております。

③  リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3）重要な引当金の計上基準

①  貸倒引当金

 債権の貸倒損失に備えて、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を算定しております。

②  賞与引当金

役員及び従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しております。
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(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

  外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用

は連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数

株主持分に含めて計上しております。

(5）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

 

（表示方法の変更）

（連結損益計算書）

 前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「助成金収入」は、営業外収益の総額の100

分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前

連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

 この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた1,493千円

は、「助成金収入」250千円、「その他」1,243千円として組み替えております。

 

（連結貸借対照表関係）

※１ 減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。

 

※２ 関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

投資有価証券（株式） 287,074千円 235,335千円

 

 

（連結損益計算書関係）

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前連結会計年度 

（自 平成25年４月１日 
  至 平成26年３月31日） 

 当連結会計年度 
（自 平成26年４月１日 

  至 平成27年３月31日） 

給与手当 1,408,459千円 1,369,009千円 

業務委託費 650,058 821,145 

減価償却費 58,018 59,475 

ソフトウェア償却費 58,401 68,727 

貸倒引当金繰入額 781 396 

賞与引当金繰入額 78,623 95,595 

 

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

ソフトウェア 9,240千円 －千円

 

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

ソフトウエア 9,393千円 4,812千円
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（連結包括利益計算書関係）

※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

その他有価証券評価差額金：    

当期発生額 23,386千円 613,308千円

組替調整額 － －

税効果調整前 23,386 613,308

税効果額 △8,335 △195,493

その他有価証券評価差額金 15,051 417,815

為替換算調整勘定：    

当期発生額 558 5,097

持分法適用会社に対する持分相当額：    

当期発生額 － △4,767

その他の包括利益合計 15,610 418,144
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式        

普通株式（注）１ 63,070 6,247,530 － 6,310,600

合計 63,070 6,247,530 － 6,310,600

自己株式        

普通株式（注）２ 8 850 － 858

合計 8 850 － 858

（注１）普通株式の発行済株式総数の増加6,247,530株は、新株予約権の行使による増加36株及び平成25年７月１日付

で行った普通株式１株につき100株の株式分割による増加6,247,494株によるものです。

（注２）普通株式の自己株式数の増加850株は、平成25年７月１日付で行った普通株式１株につき100株の株式分割によ

る増加792株及び単元未満株式の買取り請求による増加58株によるものです。
 
 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。
 
 

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額 

（千円）

１株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成25年６月26日 

定時株主総会
普通株式 94,593 1,500 平成25年３月31日 平成25年６月27日

 
（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額 

（千円）
配当の原資

１株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成26年６月24日 

定時株主総会
普通株式 94,646 利益剰余金 15 平成26年３月31日 平成26年６月25日
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当連結会計年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式        

普通株式 6,310,600 － － 6,310,600

合計 6,310,600 － － 6,310,600

自己株式        

普通株式 858 － － 858

合計 858 － － 858

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 
 
３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額 

（千円）

１株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成26年６月24日 

定時株主総会
普通株式 94,646 15 平成26年３月31日 平成26年６月25日

 
（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額 

（千円）
配当の原資

１株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成27年６月25日 

定時株主総会
普通株式 94,646 利益剰余金 15 平成27年３月31日 平成27年６月26日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成26年４月１日
至  平成27年３月31日）

現金及び預金勘定 1,007,766千円 1,369,826千円

預入れ期間が３ヶ月以内の関係会社預け金勘定(注) 417,377  422,450 

現金及び現金同等物 1,425,143  1,792,276 

（注) 関係会社預け金は、余裕資金を親会社である伊藤忠商事㈱に預け入れており、預入れ期間が３ヶ月以内の関

係会社預け金については、現金及び現金同等物の扱いとしております。

 

（セグメント情報等）

１．報告セグメントの概要
当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

 当社は、「広告・課金事業」、「ブロードバンド事業」の２つを報告セグメントとしております。

「広告・課金事業」は、メディア事業や有料サービスを中心とし、Webユーザーに対し様々な情報やコンテンツ

を提供する営業活動です。一方、「ブロードバンド事業」は、インターネット利用の基幹的なサービスとなるプ

ロバイダー事業を営んでおります。

 
２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお
ける記載と同一であります。

 
３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

        （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 

（注）１ 

連結財務諸表 
計上額 

（注）２  
広告・課金 

事業 
ブロードバンド 

事業 
合計 

売上高          

外部顧客への売上高 4,734,025 2,602,811 7,336,837 - 7,336,837 

セグメント間の内部売上
高又は振替高 

- - - - - 

計 4,734,025 2,602,811 7,336,837 - 7,336,837 

セグメント利益 661,651 323,204 984,855 △693,188 291,667 

その他の項目          

減価償却費 103,540 10,109 113,650 16,517 130,168 

（注）１.セグメント利益の調整額△693,188千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用△693,188千円
であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２.セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
３.セグメント資産及び負債については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象とはな

っていないため記載しておりません。ただし、配分されていない償却資産の減価償却費は、合理的な配
賦基準で各報告セグメントへ配賦しております。
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当連結会計年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日） 

        （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 

（注）１ 

連結財務諸表 
計上額 

（注）２  
広告・課金 

事業 
ブロードバンド 

事業 
合計 

売上高          

外部顧客への売上高 4,672,668 2,513,957 7,186,626 － 7,186,626 

セグメント間の内部売上
高又は振替高 

－ － － － － 

計 4,672,668 2,513,957 7,186,626 － 7,186,626 

セグメント利益 668,724 326,042 994,766 △755,372 239,394 

その他の項目          

減価償却費 116,615 10,204 126,820 20,695 147,515 

（注）１.セグメント利益の調整額△755,372千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用△755,372千円
であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２.セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
３.セグメント資産及び負債については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象とはな

っていないため記載しておりません。ただし、配分されていない償却資産の減価償却費は、合理的な配
賦基準で各報告セグメントへ配賦しております。
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（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成26年４月１日
至  平成27年３月31日）

１株当たり純資産額 904.42円 974.85円

１株当たり当期純利益金額 32.28円 19.25円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 32.27円 －円

  （注）１．当社は、平成25年７月１日付で株式１株につき100株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期

首に当該株式分割が行われたと仮定して、平成26年３月期の１株当たり純資産額、１株当たり当期純利

益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。

２．当連結会計年度における潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

項目
前連結会計年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

１株当たり当期純利益金額    

当期純利益金額（千円） 203,638 121,435

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（千円） 203,638 121,435

期中平均株式数（株） 6,308,987 6,309,742

     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 632 －

（うち新株予約権（株）） (632) (－)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含まれな

かった潜在株式の概要

新株予約権 ２種類 

（新株予約権の数 24,600株）

 

新株予約権 １種類 

（新株予約権の数 9,000株）

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はございません。 
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６．その他

（１）役員の異動

開示内容が定まった時点で開示いたします。

 

（２）その他

該当事項はありません。
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